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1 ．はじめに
　近年の会計実務上、会計システムの販売業者や会計コンサルティング会社を中心に、「財管
一致」の必要性が主張されることが多くなっている。しかし、一言で「財管一致」といって
も、財務諸表や管理会計レポートは日々の企業活動を集約した結果である以上、財務会計情報
と管理会計情報 1 で、利益等の結果が一致または近似していることをもって「財管一致」と呼
ぶのか、それとも、集約プロセスまで含めて「財管一致」と呼ぶのかは不明確である。本稿で
は、実際に企業がどの程度「財管一致」を必要としているのか、また、どの程度推進しようと
しているのかに関するアンケート調査に向けて、その背景を概観する。
　以下、第 2 章では、今後行うアンケート調査の背景と目的を示し、第 3 章でアンケートの対
象企業や概要を述べる。最後に、第 4 章で今後の予定と課題を示す。
　
＊	 多摩大学経営情報学部　School	of	Management	and	Information	Sciences,	Tama	University
＊＊	 多摩大学グローバル・スタディーズ学部　School	of	Global	Studies,	Tama	University
1	 本稿でいう管理会計情報は、実績記録情報を指す。すなわち、岡本等（2008）で示されているように、会計情報システ
ムの提供する情報のタイプは、実績記録情報、注意喚起情報および問題解決情報に大別されるが、本稿でいう管理会計
情報には予算等を含んでおらず、実績記録情報のみである。
（原稿受理日　2014.10. 30）
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2 ．調査の背景と目的
2.1 調査の背景
　実務において顕著であるが、近年、「財管一致」「財管融合」「制管一致」の進展の必要性が
多く指摘されている。言い換えれば、「制管差を極力小さくすること」が必要であることが指
摘されているのである。これらの用語は、単純に読めば財務会計（または制度会計）の情報と
管理会計の情報を（極力）一致させること、これらの差を小さくすることを意味するが、一言
で「情報」といってもあまりにも多岐にわたり、具体的な内容は不明確である。
　実務上は、財務会計情報を作成するプロセスで入手された情報に、何らかの情報を追加して
管理会計情報を作成していることもあれば、逆に、管理会計情報を作成するプロセスで入手さ
れた情報に何らかの情報を追加して財務会計情報を作成していることもあるであろう。あるい
は、単一の情報源（大きなデータベース）から、財務会計情報と管理会計情報を一括して作成
している可能性も考えられる。いずれにしろ、実務上、最終的な財務会計上の報告書（有価証
券報告書など）を作成したり、管理会計レポートを作成するにあたっては、何らかのデータ
ソースから情報を入手し、それを加工・集約することになる。同時に、極力効率的に財務会計
上の報告書や管理会計レポートを作成するためには、両者のデータソースが極力統一されてい
る方が良い。しかし、データソースの統一にはソフトウェアへの投資が必要となることも多
く、実際に企業がデータソースまで統一できているかというと、企業によって異なる。このよ
うに企業によって対応が異なるが故に、「財管一致」といった場合にも、結果的に作成された
財務会計情報と管理会計情報の営業利益等の数値が一致している（または近似している）こと
を指しているのか、それとも、そのもとになる情報源（データベース）自体が統合されている
かデータ連携した状態になっていることまで含むのかは、依然として不明確なのである。
　
2.2 財管一致と先行研究
　上記のように、「財管一致」という用語については、実務上は頻繁に用いられる用語ではあ
るものの、明確な定義はなされていないが、これに関連する先行研究として、川野（2014）が
挙げられる。
　川野（2014）では、「管理会計・原価計算のデータベース化への調査研究 2011-2012」が紹
介されており、そこではわが国上場企業を対象に管理会計・原価計算に関する詳細な調査を実
施している。具体的には、業績管理指標や予算等についての幅広いアンケート調査が実施され
ているのである。その中では「財務会計と管理会計の利益は一致するか、あるいは近似値にな
る」という回答や「財務会計の数字を細分化して、管理会計の数字としている」「管理会計の
数字を積み上げ（集計し）、財務会計の数字としている」という回答などから、「財管一致」
「制管一致」に関するコメントを行っている。すなわち、「83.2％の企業が、財務会計と管理会
計の利益が一致あるいは近似値となるいわゆる「財管一致」（財務会計と管理会計の一致）あ
るいは「制管一致」（制度会計と管理会計の一致）と言われる会計制度を採用していた」と指
摘されているのである（川野（2014））。
　このようなアンケート結果は非常に意義深いが、依然として何をもって「財管一致」という
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のかについては、不明確な点が残る。財務会計と管理会計で、結果としての利益をはじめとす
る数値が一致または整合することをもって「財管一致」というのか、それとも、それらの「情
報源」となるデータベースが融合されていることをもって「財管一致」というのか、はっきり
とはしないのである（ただし、後述するように、本稿の目的はこれらの用語の定義を単一化す
ることではない）。特に、この調査は東証一部・二部上場企業を対象に行われ、調査票への回
答が 187 社であることには注意が必要であろう。川野（2014）で指摘されているとおり、「比
較的規模の大きな企業からの回答が多い」のである。より小規模の企業からの回答を得られた
場合、分析結果は異なっていた可能性があることは否めない。
　いずれにしろ、わが国では製造等の現場において非常に細部にわたる経費削減の取り組みが
なされてきており、財務報告・管理会計レポートの作成でも効率性は考慮されるべきであろ
う。しかし、わが国における「財管一致」への取り組みが実務上大きく取り上げられるように
なったのは近年のことであり、情報源の統一・連携というところまで進んでいるのかどうかは
未だ把握できていないと思われる。
　
2.3 マネジメント・アプローチと先行研究
　わが国では、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（以下、「セグメント会計基準」
とする。）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」が 2008 年に公表さ
れ、マネジメント・アプローチが採用された。マネジメント・アプローチはセグメント情報の
開示にあたってのセグメントの区分方法の 1 つであるが、マネジメント・アプローチの採用
は、わが国企業の財務報告・管理会計実務に大きな影響を及ぼす可能性が指摘されている。そ
こで、本節では、セグメント情報の歴史を簡単に確認した上で、マネジメント・アプローチに
ついて概観し、その上で、実務への影響に関する指摘を確認する。
　まず、セグメント情報は、1988 年に企業会計審議会より「セグメント情報等の開示に関す
る意見書」が公表され、「企業内容等の開示に関する省令」が改正されて、上場企業に開示が
義務づけられたことから始まる。その後、1993 年に同省令が改正され、セグメント情報は連
結財務諸表の注記事項とされるとともに、監査対象となっている。この際、セグメント情報の
開示内容が拡充されたことに伴い、1995 年には日本公認会計士協会より「セグメント情報の
開示に関する会計手法」が公表され、開示ルールがより詳細に定められた。ただし、ここで求
められていたのは、「事業の種類別セグメント情報」、「所在地別セグメント情報」および「海
外売上高」の開示であり、このような開示内容のために、セグメントの区分についても必然的
に事業の種類等に基づいてなされてきた。
　これに対し、2008 年に企業会計基準委員会より公表された「セグメント会計基準」では、
セグメントの区分方法としてマネジメント・アプローチが採用されている。「セグメント会計
基準」では、「国際的な会計基準においては、経営上の意思決定を行い、業績を評価するため
に、経営者が企業を事業の構成単位に分別した方法を基礎とする」マネジメント・アプローチ
を導入することが明記されているのである（「セグメント会計基準」第 45 項）。また、マネジ
メント・アプローチの特徴としては、
	 「	（1）	企業の組織構造、すなわち、最高経営意思決定機関が経営上の意思決定を行い、ま
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た、企業の業績を評価するために使用する事業部、部門、子会社又は他の内部単位
に対応する企業の構成単位に関する情報を提供すること
	 	（2）	最高経営意思決定機関が業績を評価するために使用する報告において、特定の金額
を配分している場合にのみ、当該金額を構成単位に配分すること
	 	（3）	セグメント情報を作成するために採用する会計方針は、最高経営意思決定機関が資
源を配分し、業績を評価するための報告の中で使用するものと同一にすること」
とされている（「セグメント会計基準」第 46 項）。つまり、セグメントの区分は事業の種類や
所在地のように指定されているわけではなく、経営者が経営上の意思決定等を行う単位に基づ
くとともに、セグメントに関する会計情報は一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠する
のではなく、経営者が使用するものを採用するというのである。むろん、一般に公正妥当と
認められる会計基準とは異なる測定方法を用いれば、セグメント情報における利益等の数値
と（連結）財務諸表上の数値との間に差異が生じる可能性があるが、これについては、報告セ
グメントの利益、資産、負債の合計額と（連結）損益計算書の利益計上額、（連結）貸借対照
表の資産計上額、負債計上額との間の差異調整に関する事項を開示することが求められている
（「セグメント会計基準」第 17 項（3）、第 25 項、第 26 項）。
　このようなマネジメント・アプローチの導入は、財務会計と管理会計の関係に影響を及ぼす
可能性が指摘されている。
　従来、財務会計情報が管理会計に利用されることは多々あっても、会計基準の中で明示的に
管理会計情報が財務会計情報に組み込まれるということは行われてこなかった。Johnson	and	
Kaplan（1987）（邦訳書：鳥居（1992））では、「財務会計見地の優位性」（訳書 p.180）という
節が設けられ、そこでは、一般に公正妥当と認められる会計基準や税務による規制のために
「管理会計実務は、それ故、財務報告実務に追随的で従属的になる」（訳書 p.183）と指摘され
ている。つまり、管理会計情報は、財務会計情報をもとに作成されたり、あるいは、財務会計
情報に比較的低コストで集められる情報を追加して作成されたりしてきたのであって、管理会
計情報が財務会計情報に取り込まれるという流れではなかったのである。
　しかし、マネジメント・アプローチの導入によって、管理会計情報が財務会計情報に組み込
まれることになり、さらに、それらが一致していない場合には調整を開示することが求められ
ている。このような制度改正に関し、わが国企業の投資意思決定に関するアンケート調査を
行った北尾（2011）では、「財務会計が管理会計情報に依存するような、部分的にせよ以前と
は逆の状況が出現しつつあるということである。従来、内部情報としてのみ利用されてきた管
理会計情報は外部の資金提供者の目に晒されることになり、その結果、逆に、管理会計実務も
大きく変化してゆく可能性がある」と指摘されている。たしかに、管理会計情報が財務報告に
組み込まれ、両者のズレの調整まで行わなければならないのであるから、たとえば、管理会計
情報は財務会計情報をもとに作成する、あるいは財務会計情報は管理会計情報をもとに作成す
る、両者の情報源となるデータベースを極力そろえ、差額ができるだけ生じないようにするな
ど、より財務会計情報と管理会計情報が整合するように実務が変化してもおかしくない。この
ように、マネジメント・アプローチの採用は、財務会計情報および管理会計情報の作成プロセ
スへの変化をもたらす可能性が十分に考えられるのである。
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　ここで、セグメント情報に関するわが国企業の実態に関する先行研究として、渡辺（2013）2
があり、そこでは詳細な分析が行われている。
　渡辺（2013）によれば、調査対象企業のうち製品・サービス別のセグメント情報を開示した
企業が 8 割強であり、地域別のセグメント情報を開示した企業が数パーセントに留まることが
指摘されている。すなわち、実質的に、所在地別のセグメント情報の開示が著しく減少し、こ
の意味では開示情報が減少しているのである。一方で、渡辺（2013）では、会計基準変更前と
変更後で、連結財務諸表と同一の基準でセグメント情報を作成しているという点ではほとんど
変わりがないことも指摘されている。「セグメント会計基準」では、内部の管理会計上の基準
を用いても良いことになっているが、事実上、財務会計上の基準に従って数値が作成されてい
るのである。
　むろん、このような調査結果となった原因は、単純ではないであろう。「セグメント会計基
準」の導入の結果、経営者が用いないという理由で開示が減少したことはもちろん考えられる
が、その背景として、会計情報の作成コストや、「セグメント会計基準」の作成にあたって指
摘されていたような懸念が存在する可能性も考えられる。「セグメント会計基準」の作成にあ
たって指摘されていた懸念とは、具体的には、
	 「	（1）細分化されたセグメント情報の開示を求められる企業は、そうでない競争相手に
対して、事業活動上、不利になる可能性がある。
	 	（2）	特定の顧客向け、もしくは特定の製品又はサービスに関するセグメント情報の開示
を求められる企業は、顧客との価格交渉等を行う上で、不利になる可能性がある。」
という内容である（「セグメント会計基準」第 52 項）。マネジメント・アプローチの採用は、
投資家の意思決定情報として有用であることが期待されているが、その一方で、このような懸
念が実際に存在し、そのことが上記の渡辺（2013）の調査結果に表れるような企業の動向に影
響した可能性は否定できないのである。
　
2.4 調査の目的
　以上のように、本調査の背景には、「財管一致」の意味の不明確さがある。川野（2014）の
結果や実務上の動きからすれば、おそらく「財管一致」の動きは進展しているのであろう。し
かしその一方で、渡辺（2013）の調査結果からすれば、
	 	 ①	 管理会計情報が財務会計情報に取り込まれるという流れは、現状では極めて限定的
であること
	 	 ②	「財管一致」の定義は推測できないが、調整表の開示が少ないこと等から、少なく
とも、利益等が財務会計情報と管理会計情報で一致するように企業が行動している
可能性があること
がうかがえる。
　そこで本調査では、企業は「財管一致」を目指しているのか、その場合、結果としての会計
情報の一致・整合性を目指しているのか、それとも、情報源としてのデータベースの融合まで
2	 このほかに、中野（2012）が挙げられる。
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も含めて目指しているのかという現状を把握することを目的とし、わが国企業へのアンケート
を行う。上記のように、「財管一致」の意味の不明確さが背景ではあるものの、本調査の目的
は、「財管一致」という用語を定義づけることではない。むしろ、財務会計情報と管理会計情
報の作成プロセスのあり方として、企業がどのような状態を指向しているのか、その実態を把
握することである。
　
図 1　背景と目的
3．アンケートの概要
3.1 調査対象
　本調査では、2014 年 8 月末においてわが国の東京証券取引所に株式を上場している企業を
対象とする。東京証券取引所のウェブページによれば、上場企業数は次のように示されてい
る。
　
表 1　アンケート調査の対象企業数
市場 第一部 第二部 マザーズ
JASDAQ
スタンダード
JASDAQ
グロース
PRO 合計
企業数 1,825 551 189 811 47 8 3,431
　
　東証一部、二部に限定せずに、いわゆる新興市場に上場している企業も調査の対象に含める
のは、企業規模によって「財管一致」に関する方向性に相違がある可能性が考えられるからで
ある。特に、このような相違が想像される原因は、「財管一致」を促進する会計システムは、
会計のみならず生産や販売等の基幹業務関係の情報システムと連携したいわゆる ERP パッ
ケージになっていることが多い。ERP パッケージは、生産や販売等の情報システムと連携し
ていない会計システムと比較すれば、当然高額であり、規模の小さい企業にとっては投資を躊
躇しがちなものである。このように、ERP パッケージへの投資額を考慮すると、企業規模に
よる相違が生じてもおかしくないのである。
　
3.2 アンケートの概要
　上記のとおり、本稿では、実際の企業が「財管一致」を目指しているのか、また、目指して
いるのであれば、結果としての財務会計情報と管理会計情報について利益等が概ね一致するこ
とのみを目指しているのか、それとも、それらの作成プロセスで必須となるデータベースの統
合や連携等まで含めて目指しているのかを把握することを目的としている。
　このため、主要な質問は、単純に「財管一致」を目指しているか否かが筆頭に挙げられる。
①「財管一致」の必要性の指摘
②マネジメント・アプローチの採用
財務会計情報と管理会計情報の作成プロ
セス等の融合に関する現状・将来の
方向性はどのようになっているのか把握
⎫
―
⎬
―
⎭
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さらに、「財管一致」を目指しているのであれば、それがどのような状況であるかを質問して
いる。具体的には、「たとえば、セグメント情報をマネジメント・アプローチで作成するよう
になったように、財務会計情報の中に（経営層への管理会計レポートに記載される）管理会計
情報が多く組み込まれている。」「財務会計情報と管理会計情報が調整されている。同時に、こ
れらの情報源となるデータベース（ソフトウェア）についても、極力統合されている。」「財務
会計情報と管理会計情報が調整されているが、これらの情報源となるデータベース（ソフト
ウェア）の統合は含まない。」「財務会計上の利益と管理会計上の利益が（概ね）一致してい
る。」などの選択肢を挙げ、該当項目をすべて選択していただく形になっている。この際、個
別ベースと連結ベースでは対応が異なる可能性が考えられるため、これらの質問は個別ベース
と連結ベースの双方について行っている。
　さらに、「財管一致」が進展することについての意識調査もあわせて行う。たとえば、「財管
一致」に否定的な立場である可能性を考慮し「データベース（ソフトウェア）を現状から変更
しなければならず、投資に見合うメリットがあるか疑問である。」「財務会計情報に管理会計情
報が組み込まれていけば、上場企業の内部管理情報が開示対象となるため、競合企業に管理会
計情報を知られることになり不利になる。」という選択肢を、「少数のデータベース（ソフト
ウェア）から財務会計・管理会計情報を入手することができ正確性や整合性の確認がしやすく
有用である。」「財務会計情報に管理会計情報が組み込まれていけば、実質的に作成作業が減少
するため効率的である。」などの「財管一致」に肯定的な選択肢と併記して選択していただく
ことにより、「財管一致」に消極的になる理由、積極的になる理由を併せて把握することを目
指している。
　		
4 ．おわりに
　実際の企業において、財務会計情報と管理会計情報がどの程度融合しているのか、あるいは
融合させようとしているのかについて把握することが目的であり、わが国企業の実態を把握す
ることに役立つことが期待される。
　しかし、本稿作成時点では、いまだアンケート調査の結果は把握できておらず、今後のアン
ケートの回収とその分析を行わなければ、具体的な内容を把握することができない。本稿は、
途中経過を研究ノートとしてまとめたものであるため、具体的な内容を把握し、別途報告する
ことが今後の課題である。
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